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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面に第１分極性電極が設けられる第１集電部と、表面に第２分極性電極が設けられる
第２集電部と、前記第１集電部と前記第２集電部とを電気的に接続する第１接続部とを含
み、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第１接続部とは、一体で成形される、少なく
とも１個の第１電極と、
　表面に第３分極性電極が設けられる第３集電部と、前記第３集電部と電気的に接続され
る第２接続部とを含む第２電極と、
　表面に第４分極性電極が設けられる第４集電部と、前記第４集電部と電気的に接続され
る第３接続部とを含む第３電極と、を含み、
　前記第１電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する前記第３分極性電極
とが対向し、かつ前記第１電極が有する前記第２分極性電極と前記第３電極が有する前記
第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記第１分極性電極と前記第３分極性電
極との間及び対向する前記第２分極性電極と前記第４分極性電極との間にセパレータが設
けられ、
　前記セパレータの長手方向の長さは、前記第１集電部、前記第２集電部、前記第３集電
部、および前記第４集電部の長手方向の長さよりも大きく、
　前記第１集電部と前記第３集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、
前記第２集電部と前記第４集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、
　前記セパレータは、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第３集電部と前記第４集電
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部とのうち、対向する一対の集電部の間に配置されるとともに、前記対向する集電部の一
端部と他端部とから一部が延出しており、前記延出した部分は、前記一端部と他端部とで
前記対向する集電部の一方および他方の長手方向における中央部に向かって折り返されて
おり、前記対向する集電部の一方の一端部および他方の他端部は、前記折り返された部分
で覆われており、前記折り返された部分の長さは、前記対向する集電部の一方および他方
の一端部から長手方向における中央部までの長さであることを特徴とする蓄電装置。
【請求項２】
　異なる前記第１電極の前記第１分極性電極と前記第２分極性電極とが順次対向して複数
の前記第１電極が連続する第１電極群を形成し、かつ前記第１電極群の一方側の前記第１
電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する前記第３分極性電極とが対向し
、前記第１電極群の他方側の前記第１電極が有する前記第２分極性電極と前記第３電極が
有する前記第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記第１分極性電極と前記第
３分極性電極との間、対向する前記第２分極性電極と前記第４分極性電極との間及び対向
する前記第１分極性電極と前記第２分極性電極との間にセパレータが設けられ、
　前記セパレータの長手方向の長さは、前記第１集電部、前記第２集電部、前記第３集電
部、および前記第４集電部の長手方向の長さよりも大きく、
　前記第１集電部と前記第２集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、
前記第１集電部と前記第３集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、前
記第２集電部と前記第４集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、
　前記セパレータは、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第３集電部と前記第４集電
部とのうち、対向する一対の集電部の間に配置されるとともに、前記対向する集電部の一
端部と他端部とから一部が延出しており、前記延出した部分は、前記一端部と他端部とで
前記対向する集電部の一方および他方の長手方向における中央部に向かって折り返されて
おり、前記対向する集電部の一方の一端部および他方の他端部は、前記折り返された部分
で覆われており、前記折り返された部分の長さは、前記対向する集電部の一方および他方
の一端部から長手方向における中央部までの長さである請求項１に記載の蓄電装置。
【請求項３】
　対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向する前記第２分極性電極
及び前記第４分極性電極とは、いずれも前記セパレータとともに捲回されて、それぞれ第
１捲回体及び第２捲回体となる請求項１に記載の蓄電装置。
【請求項４】
　対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向する前記第２分極性電極
及び前記第４分極性電極と、対向する前記第１分極性電極及び前記第２分極性電極とは、
いずれも前記セパレータとともに捲回されて、それぞれ第１捲回体、第２捲回体及び第３
捲回体となる請求項２に記載の蓄電装置。
【請求項５】
　表面に第１分極性電極が設けられる第１集電部と、表面に第２分極性電極が設けられる
第２集電部と、前記第１集電部と前記第２集電部とを電気的に接続する第１接続部とを含
み、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第１接続部とは、一体で成形される、少なく
とも１個の第１電極と、
　表面に第３分極性電極が設けられる第３集電部と、前記第３集電部と電気的に接続され
る第２接続部とを含む第２電極と、
　表面に第４分極性電極が設けられる第４集電部と、前記第４集電部と電気的に接続され
る第３接続部とを含む第３電極と、を準備し、
　前記第１電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する前記第３分極性電極
とが対向し、かつ前記第１電極が有する前記第２分極性電極と前記第３電極が有する前記
第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記第１分極性電極と前記第３分極性電
極との間及び対向する前記第２分極性電極と前記第４分極性電極との間にセパレータを設
け、
　前記セパレータを途中で折り曲げて、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第３集電
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部と前記第４集電部とのうち、対向するもの同士の両方を途中まで挟み込み、
　前記セパレータの長手方向の長さは、前記第１集電部、前記第２集電部、前記第３集電
部、および前記第４集電部の長手方向の長さよりも大きく、
　前記第１集電部と前記第３集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、
前記第２集電部と前記第４集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さいこと
を特徴とする蓄電装置の製造方法。
【請求項６】
　異なる前記第１電極の前記第１分極性電極と前記第２分極性電極とが順次対向して複数
の前記第１電極が連続する第１電極群を形成し、かつ前記第１電極群の一方側の前記第１
電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する前記第３分極性電極とが対向し
、前記第１電極群の他方側の前記第１電極が有する前記第２分極性電極と前記第３電極が
有する前記第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記第１分極性電極と前記第
３分極性電極との間、対向する前記第２分極性電極と前記第４分極性電極との間及び対向
する前記第１分極性電極と前記第２分極性電極との間にセパレータを設け、
　前記セパレータを途中で折り曲げて、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第３集電
部と前記第４集電部とのうち、対向するもの同士の両方を途中まで挟み込み、
　前記セパレータの長手方向の長さは、前記第１集電部、前記第２集電部、前記第３集電
部、および前記第４集電部の長手方向の長さよりも大きく、
前記第１集電部と前記第２集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、前
記第１集電部と前記第３集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく、前記
第２集電部と前記第４集電部とは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さい請求項５
に記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項７】
　対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向する前記第２分極性電極
及び前記第４分極性電極とは、いずれも前記セパレータとともに捲回されて、それぞれ第
１捲回体及び第２捲回体となる請求項５に記載の蓄電装置の製造方法。
【請求項８】
　対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向する前記第２分極性電極
及び前記第４分極性電極と、対向する前記第１分極性電極及び前記第２分極性電極とは、
いずれも前記セパレータとともに捲回されて、それぞれ第１捲回体、第２捲回体及び第３
捲回体となる請求項６に記載の蓄電装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＥＤＬＣ（Electric Double Layer Capacitor：電気二重層キャパシタ）等
の蓄電素子を有する蓄電装置及び蓄電装置用電極に関する。
【背景技術】
【０００２】
　フラット型の蓄電素子は、例えば特許文献１に記載されている。このようなフラット型
の蓄電素子は、平面形状が四角形の外装体の内部から外方に向けて、複数のリードが延び
ている。これらの蓄電素子を２つ以上に直列接続することで、定格電圧が上昇する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２００７／０６３８７７号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　複数の蓄電素子を接続して蓄電装置を製造する場合、特許文献１に記載された電気デバ
イス（蓄電素子）は、それぞれの蓄電素子から引き出された端子同士を溶接等で電気的に
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接続する必要がある。このため、例えば、ｎ個（ｎは自然数）の蓄電素子を直列に接続す
る場合、ｎ－１個の端子同士を接続する必要がある。蓄電素子同士を溶接等で電気的に接
続する箇所の数が増加すると、前記端子同士を接続する手間をより多く要する。本発明は
、複数の蓄電素子を電気的に接続して蓄電装置とする場合に、蓄電素子同士を接続する作
業の手間を低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、表面に第１分極性電極が設けられる第１集電部と、表面に第２分極性電極が
設けられる第２集電部と、前記第１集電部と前記第２集電部とを電気的に接続する第１接
続部とを含み、前記第１集電部と前記第２集電部と前記第１接続部とは、一体で成形され
る、少なくとも１個の第１電極と、表面に第３分極性電極が設けられる第３集電部と、前
記第３集電部と電気的に接続される第２接続部とを含む第２電極と、表面に第４分極性電
極が設けられる第４集電部と、前記第４集電部と電気的に接続される第３接続部とを含む
第３電極と、を含み、前記第１電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する
前記第３分極性電極とが対向し、かつ前記第１電極が有する前記第２分極性電極と前記第
３電極が有する前記第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記第１分極性電極
と前記第３分極性電極との間及び対向する前記第２分極性電極と前記第４分極性電極との
間にセパレータが設けられることを特徴とする蓄電装置である。
　また、本発明において、異なる前記第１電極の前記第１分極性電極と前記第２分極性電
極とが順次対向して複数の前記第１電極が連続する第１電極群を形成し、かつ前記第１電
極群の一方側の前記第１電極が有する前記第１分極性電極と前記第２電極が有する前記第
３分極性電極とが対向し、前記第１電極群の他方側の前記第１電極が有する前記第２分極
性電極と前記第３電極が有する前記第４分極性電極とが対向するとともに、対向する前記
第１分極性電極と前記第３分極性電極との間、対向する前記第２分極性電極と前記第４分
極性電極との間及び対向する前記第１分極性電極と前記第２分極性電極との間にセパレー
タが設けられることが好ましい。
【０００６】
　この蓄電素子は、第１集電部と、第２集電部と、第１接続部とが一体で成形される第１
電極を有するので、複数の蓄電素子同士は、予め第１接続部で電気的に接続される。この
ため、複数の蓄電素子を直列に接続した蓄電装置１を製造する場合、蓄電素子同士を溶接
等によって電気的に接続する必要はない。その結果、この蓄電装置は、複数の蓄電素子同
士を接続する作業の手間を低減することができる。また、この蓄電装置は、自身の抵抗を
低減することもできる。さらに、この蓄電素子を用いれば、２個以上の蓄電素子を有する
蓄電装置を作ることができる。
【０００７】
　本発明において、対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向する前
記第２分極性電極及び前記第４分極性電極とは、いずれも前記セパレータとともに捲回さ
れて、それぞれ第１捲回体及び第２捲回体となることが好ましい。
　また、本発明において、対向する前記第１分極性電極及び前記第３分極性電極と、対向
する前記第２分極性電極及び前記第４分極性電極と、対向する前記第１分極性電極及び前
記第２分極性電極とは、いずれも前記セパレータとともに捲回されて、それぞれ第１捲回
体、第２捲回体及び第３捲回体となることが好ましい。
　第１集電部及び第３集電部等をセパレータとともに捲回して蓄電素子とすることにより
、コンパクトかつ必要な静電容量を確保した蓄電装置を得ることができる。
【０００８】
　本発明において、前記第１電極の第１集電部及び第２集電部は、前記第１電極の表面と
直交する方向から見た場合に長方形形状であり、第１集電部及び第２集電部の長手方向両
端部の間を前記第１接続部が接続し、前記第１集電部、前記第２集電部及び前記セパレー
タは、前記第１接続部に対して一方側と他方側とがそれぞれ同じ方向に捲回されることが
好ましい。このようにすることで、第１接続部を捲回体の厚み方向の略中央部に配置する
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ことができるので、捲回体同士を積層するために第１接続部を折り曲げた場合には、第１
接続部の曲率を一定に保ちやすくなる。その結果、第１接続部に無理な力が作用するおそ
れを低減できる。
【０００９】
　前記第１捲回体及び前記第２捲回体は、平面視が長方形形状の外装体に覆われており、
前記外装体は、前記第１接続部の位置に設けられて、隣接する捲回体同士を仕切る封止部
を有することが好ましい。
　また、本発明において、前記第１捲回体、前記第２捲回体及び前記第３捲回体は、平面
視が長方形形状の外装体に覆われており、前記外装体は、前記第１接続部の位置に設けら
れて、隣接する捲回体同士を仕切る封止部を有することが好ましい。
　このように、複数の捲回体を外装体で覆うことにより、蓄電装置が使用される環境下で
の耐久性を向上させることができるとともに、封止部が外装体の強度を向上させることが
できる。
【００１０】
　本発明において、前記外装体は、前記封止部の位置に開口部を有し、前記開口部に現れ
ている第１接続部と電気的に接続される引出端子を有することが好ましい。封止部は、第
１接続部の位置に設けられているので、封止部に開口部を設けることにより、開口部から
第１接続部を露出させることができる。その結果、第１接続部に端子又は配線等を容易に
接続することができる。また、この蓄電装置は、電荷を蓄える複数の捲回体（蓄電素子）
を有するが、それぞれの蓄電素子間の特性を調整するために、それぞれの蓄電素子の電圧
を測定するバランス回路が用いられる。引出端子を第１接続部に接続することにより、こ
の引出端子をバランス回路に接続して、それぞれの蓄電素子の電圧を測定し、それぞれの
蓄電素子間のバランスを調整することができる。
【００１１】
　本発明において、前記封止部が折り曲げられて、前記第１捲回体と前記第２捲回体とが
積層されることが好ましい。
　また、本発明において、前記封止部が折り曲げられて、前記第１捲回体が前記第２捲回
体と前記第３捲回体との間に配置されることが好ましい。
　この蓄電装置は、第１接続部を覆う封止部を折り曲げることにより、第１接続部を折り
曲げて、複数の捲回体（蓄電素子）を積層することができる。第１接続部は封止部に覆わ
れているため、第１接続部の耐久性低下が抑制される。
【００１２】
　本発明において、前記第２捲回体と前記第３捲回体とがそれぞれ外装体で覆われるとと
もに、前記第１接続部が折り曲げられて積層されることが好ましい。
　また、本発明において、前記第１捲回体と前記第２捲回体と前記第３捲回体とがそれぞ
れ外装体で覆われるとともに、前記第１接続部が折り曲げられて前記第１捲回体が前記第
２捲回体と前記第３捲回体との間に配置されて積層されることが好ましい。
　このように、複数の捲回体（蓄電素子）を個別に外装体で覆った後に、捲回体同士を接
続する第１接続部を折り曲げて複数の捲回体を積層させてもよい。このようにすれば、第
１接続部が露出しているので、バランス回路等を接続しやすくなる。
【００１３】
　本発明は、表面に第１分極性電極が設けられる第１集電部と、表面に第２分極性電極が
設けられる第２集電部と、前記第１集電部と前記第２集電部とを電気的に接続し、かつ前
記第１集電部及び前記第２集電部と一体で成形される第１接続部と、を含むことを特徴と
する蓄電装置用電極である。
【００１４】
　この蓄電装置用電極は、第１集電部と、第２集電部と、第１接続部とは一体で成形され
るので、複数の蓄電素子同士は、予め第１接続部で電気的に接続される。このため、複数
の蓄電素子を直列に接続した蓄電装置１を製造する場合、蓄電素子同士を溶接等によって
電気的に接続する必要はない。その結果、この蓄電装置用電極を有する蓄電装置は、複数
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の蓄電素子同士を接続する作業の手間を低減することができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明は、複数の蓄電素子を電気的に接続して蓄電装置とする場合に、蓄電素子同士を
接続する作業の手間を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１－１】図１０は、実施形態１に係る蓄電装置の平面図である。
【図１－２】図１１は、図１０のＶ－Ｖ断面図である。
【図２】図２は、実施形態１に係る蓄電装置が有する、捲回されたそれぞれの蓄電素子を
解いた状態を示す平面図である。
【図３】図３は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる第１電極の平面図である。
【図４】図４は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる第２電極の平面図である。
【図５】図５は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる第３電極の平面図である。
【図６】図６は、図３のＡ－Ａ断面、図４のＢ－Ｂ断面及び図５のＣ－Ｃ断面を示す断面
図である。
【図７】図７は、図２のＸ－Ｘ断面図である。
【図８】図８は、図２のＹ－Ｙ断面図である。
【図９】図９は、図２のＺ－Ｚ断面図である。
【図１０】図１０は、実施形態１に係る蓄電装置が有する１つの蓄電素子の構造を示す図
である。
【図１１－１】図１１－１は、セパレータの他の構成例を示す図である。
【図１１－２】図１１－２は、セパレータの第１変形例を用いた蓄電素子の断面図である
。
【図１２－１】図１２－１は、セパレータの他の構成例を示す図である。
【図１２－２】図１２－２は、セパレータの第２変形例を用いた蓄電素子の断面図である
。
【図１３】図１３は、図１０に示すセパレータを用いた蓄電素子の変形例を示す断面図で
ある。
【図１４－１】図１４－１は、第１電極の変形例を示す平面図である。
【図１４－２】図１４－２は、第１電極の変形例を用いた蓄電素子の断面図である。
【図１４－３】図１４－３は、第１電極の変形例を用いた蓄電素子の断面図である。
【図１５】図１５は、第１電極の変形例を示す平面図である。
【図１６】図１６は、第２電極の変形例を示す平面図である。
【図１７】図１７は、第３電極の変形例を示す平面図である。
【図１８】図１８は、実施形態１に係る蓄電装置の変形例を示す平面図である。
【図１９】図１９は、実施形態２に係る蓄電装置の平面図である。
【図２０】図２０は、図１９のＥ－Ｅ断面図である。
【図２１】図２１は、実施形態３に係る蓄電装置の平面図である。
【図２２】図２２は、図２１のＦ－Ｆ断面図である。
【図２３】図２３は、実施形態３の変形例に係る蓄電装置を示す図である。
【図２４】図２４は、実施形態４に係る蓄電装置の側面図である。
【図２５】図２５は、実施形態５に係る蓄電装置の側面図である。
【図２６－１】図２６－１は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２６－２】図２６－２は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２６－３】図２６－３は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２６－４】図２６－４は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
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。
【図２６－５】図２６－５は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２６－６】図２６－６は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２７－１】図２７－１は、実施形態３に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２７－２】図２７－２は、実施形態３に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２７－３】図２７－３は、実施形態３に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２７－４】図２７－４は、実施形態３の変形例に係る蓄電装置の製造方法を示す説明
図である。
【図２８－１】図２８－１は、実施形態４に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２８－２】図２８－２は、実施形態４に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２８－３】図２８－３は、実施形態４に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２８－４】図２８－４は、実施形態４に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である
。
【図２８－５】図２８－５は、実施形態５に係る蓄電装置を筐体に格納した蓄電装置を示
す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明を実施するための形態（以下、実施形態という）につき、図面を参照しつつ詳細
に説明する。以下の実施形態に記載した内容により本発明が限定されるものではない。ま
た、以下に記載した構成には、当業者が容易に想定できるもの、実質的に同一のものが含
まれる。さらに、以下に開示した構成は適宜組み合わせることが可能である。さらに、下
記実施形態で開示した構成は適宜組み合わせることが可能である。また、本発明の要旨を
逸脱しない範囲で構成の種々の省略、置換又は変更を行うことができる。
【００１８】
（実施形態１）
　図１－１は、実施形態１に係る蓄電装置の平面図である。図１－２は、図１－２のＶ－
Ｖ断面図である。図２は、実施形態１に係る蓄電装置が有する、捲回されたそれぞれの蓄
電素子を解いた状態を示す平面図である。図３は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる
第１電極の平面図である。図４は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる第２電極の平面
図である。図５は、実施形態１に係る蓄電装置に含まれる第３電極の平面図である。図６
は、図３のＡ－Ａ断面、図４のＢ－Ｂ断面及び図５のＣ－Ｃ断面を示す断面図である。本
実施形態に係る蓄電装置１は、本実施形態に係る蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを含ん
でいる。すなわち、蓄電装置１は、複数（３個）の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを含
んでいる。それぞれの蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃは、電荷を蓄える。それぞれの蓄
電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃは、帯状の電極を捲回した構造である。本実施形態におい
て、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃは、ＥＤＬＣである。しかし、蓄電素子１０Ａ、１
０Ｂ、１０Ｃは、ＥＤＬＣに限定されるものではなく、リチウムイオン電池、リチウムイ
オンキャパシタ、電解コンデンサ又は二次電池等であってもよい。二次電池には、電解液
を固体電解質に変更した全固体電池、リチウムイオン電池、マグネシウムイオン電池又は
カルシウムイオン電池その他の二次電池が含まれる。
【００１９】
　図１－２に示すように、蓄電素子１０Ａは、構成部材である第１集電部１１Ａ、セパレ
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ータ１８、第２集電部１１Ｂが積層されて捲回されている。便宜上、図１－２には第１接
続部１１Ｃも示してある。蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃも、同様に捲回構造を有している。図
２に示すように、それぞれの蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃの捲回を解くと、蓄電装置
１は、平面視が略Ｈ形状の第１電極１１と、平面視が略Ｔ字形状の第２電極１２と、平面
視が略Ｔ字形状の第３電極１３とを含む。第１電極１１、第２電極１２及び第３電極１３
は、いずれも蓄電装置１に用いられる電極（蓄電装置用電極）である。第１電極１１の最
も面積の大きい表面、第２電極１２の最も面積の大きい表面及び第３電極１３の最も面積
の大きい表面と直交する方向から見る状態を平面視という。次に、第１電極１１、第２電
極１２及び第３電極１３について説明する。
【００２０】
　図３、図６に示すように、第１電極１１は、表面に第１分極性電極１４が設けられる第
１集電部１１Ａと、表面に第２分極性電極１５が設けられる第２集電部１１Ｂと、第１集
電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとを電気的に接続する第１接続部１１Ｃとを含む。図４、
図６に示すように、第２電極１２は、表面に第３分極性電極１６が設けられる第３集電部
１２Ａと、第３集電部１２Ａと電気的に接続される第２接続部１２Ｂとを含む。図５、図
６に示すように、第３電極１３は、表面に第４分極性電極１７が設けられる第４集電部１
３Ａと、第４集電部１３Ａと電気的に接続される第３接続部１３Ｂとを含む。
【００２１】
　図７は、図２のＸ－Ｘ断面図である。図８は、図２のＹ－Ｙ断面図である。図９は、図
２のＺ－Ｚ断面図である。図１、図２に示す蓄電装置１は、複数（本実施形態では２個）
の第１電極１１を有している。この場合、蓄電装置１は、図２、図７に示すように、異な
る第１電極１１の第１集電部１１Ａに設けられる第１分極性電極１４と第２集電部１１Ｂ
に設けられる第２分極性電極１５とが順次対向して、複数の第１電極１１が連続する第１
電極群２が形成される。異なる第１電極１１の第１分極性電極１４と第２分極性電極１５
とが対向することにより、蓄電素子１０Ａが作られる。本実施形態では、２つの第１電極
１１が連続しているが、第１電極１１の数はこれに限定されるものではない。
【００２２】
　また、蓄電装置１は、図２、図８に示すように、第１電極群２の一方の第１電極１１（
本実施形態では蓄電素子１０Ｂ側の第１電極１１）が有する第１集電部１１Ａに設けられ
る第１分極性電極１４と第２電極１２が有する第３集電部１２Ａに設けられる第３分極性
電極１６とが対向する。さらに、蓄電装置１は、図２、図９に示すように、第１電極群２
の他方の第１電極１１（本実施形態では蓄電素子１０Ｃ側の第１電極１１）が有する第２
集電部１１Ｂに設けられる第２分極性電極１５と第３電極１３が有する第４集電部１３Ａ
に設けられる第４分極性電極１７とが対向する。
【００２３】
　図２、図３に示すように、第１電極１１は、平面視の形状、すなわち、第１電極１１の
表面と直交する方向から見た形状が長方形（正方形を含む）形状の第１集電部１１Ａ及び
第２集電部１１Ｂと、同じく平面視が長方形（正方形を含む）形状の第１接続部１１Ｃと
を含んでいる。第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、第１接続部１１Ｃとは、いず
れも箔状の導体である。第１電極１１は、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとを、こ
れらの長手方向における中央部分で第１接続部１１Ｃが電気的に接続している。このよう
な構造により、第１電極１１は、平面視が略Ｈ形状となる。
【００２４】
　図３、図６に示すように、第１電極１１の第１集電部１１Ａは、表面（本実施形態では
両方の表面）に第１分極性電極１４を有している。第２集電部１１Ｂは、両面に第２分極
性電極１５を有している。第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとは、それぞれ片方の表
面のみに第１分極性電極１４と第２分極性電極１５とを有していてもよい。第１接続部１
１Ｃは、表面に分極性電極を有していない。
【００２５】
　第１分極性電極１４及び第１分極性電極１５は、活物質層である。第１分極性電極１４
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及び第１分極性電極１５は、多孔質材料を用いて製造することができる。第１分極性電極
１４及び第１分極性電極１５に用いる多孔質材料は、例えば、活性炭にバインダ樹脂を混
合して製造することができる。前記バインダ樹脂としては、ポリテトラフルオロエチレン
、ポリフッ化ビニリデン等のフッ素を含む高分子化合物又はスチレンブタジエンゴムのよ
うなゴム系の高分子化合物又はカルボキシメチルセルロース等が挙げられる。第１分極性
電極１４及び第１分極性電極１５は、必要に応じてカーボンブラック、カーボンナノチュ
ーブ、黒鉛の微粒子又は微細繊維が導電助剤として配合されてもよい。第１分極性電極１
４及び第１分極性電極１５を製造する際には、これらの材料を、第１集電部１１Ａ及び第
２集電部１１Ｂの片面又は両面に塗布する。
【００２６】
　第１電極１１及び第２電極１２を製造する方法として、活性炭に導電補助剤とバインダ
とを加えてシート状にした後、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂに接着する方法の
他、活性炭をスラリー状にして第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂに塗工する方法等
もある。スラリー状の活性炭を第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂに塗工する方法と
しては、アプリケータ方式、グラビア方式、リバースロール方式、エクストルージョン（
ノズル）方式又はディップ方式等がある。
【００２７】
　第１電極１１は、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、第１接続部１１Ｃとが一
体で成形される。すなわち、第１接続部１１Ｃは、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１
Ｂと一体で成形される。なお、第１電極１１は、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂと
これらを電気的に接続する第１接続部１１Ｃとを含み、かつ第１集電部１１Ａと、第２集
電部１１Ｂと、第１接続部１１Ｃとが一体で成形されていれば、その形状は略Ｈ形状に限
定されるものではない。
【００２８】
　図１に示す蓄電装置１は、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが接続（本実施形態
では直列）されている。後述するように、第１電極１１の第１集電部１１Ａと第２集電部
１１Ｂとは、異なる第１電極１１の第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとが組み合わさ
れて蓄電素子１０Ａを構成したり、第２電極１２の第３集電部１２Ａと第３電極１３の第
４集電部１３Ａと組み合わされて蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを構成したりする。このため、
複数の第１電極１１（本実施形態では２個）を含む蓄電装置１は、複数（本実施形態では
３個）の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが第１電極１１の第１接続部１１Ｃによって電
気的に接続されることになる。
【００２９】
　本実施形態において、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、第１接続部１１Ｃと
は一体で成形されるので、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ同士は、予め第１接続
部１１Ｃで電気的に接続される。このため、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを直
列に接続した蓄電装置１を製造する場合、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ同士を溶接等
によって電気的に接続する必要はない。その結果、少なくとも１つの第１電極１１を蓄電
装置用電極として有する蓄電装置１、１Ａは、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ同
士を接続する作業の手間を低減することができる。また、蓄電装置１、１Ａは、溶接等に
よる接続箇所が大幅に少なくなるので、信頼性も向上する。さらに、平面視が略Ｈ形状の
第１電極１１は、第１接続部１１Ｃが第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長手方向
における略中央部に配置されるので、抵抗（電気抵抗）を低くすることができる。
【００３０】
　図２、図４に示すように、第２電極１２は、平面視の形状、すなわち、第２電極１２の
表面と直交する方向から見た形状が長方形（正方形を含む）形状の第３集電部１２Ａと、
同じく平面視が長方形（正方形を含む）形状の第２接続部１２Ｂとを含んでいる。第３集
電部１２Ａと第２接続部１２Ｂとは、いずれも箔状の導体である。第２電極１２は、第３
集電部１２Ａの長手方向における中央部分に、第２接続部１２Ｂが電気的に接続している
。このような構造により、第２電極１２は、平面視が略Ｔ形状である。なお、第２電極１
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２の形状はこれに限定されるものではない。図４、図６に示すように、第２電極１２の第
３集電部１２Ａは、表面（本実施形態では両方の表面）に第３分極性電極１６を有してい
る。第３集電部１２Ａは、片方の表面のみに第３分極性電極１６を有していてもよい。第
２接続部１２Ｂは、表面に分極性電極を有していない。
【００３１】
　図２、図５に示すように、第３電極１３は、平面視の形状、すなわち、第３電極１３の
表面と直交する方向から見た形状が長方形（正方形を含む）形状の第４集電部１３Ａと、
同じく平面視が長方形（正方形を含む）形状の第３接続部１３Ｂとを含んでいる。第４集
電部１３Ａと第３接続部１３Ｂとは、いずれも箔状の導体である。第３電極１３は、第４
集電部１３Ａの長手方向における中央部分に、第３接続部１３Ｂが電気的に接続している
。このような構造により、第３電極１３は、平面視が略Ｔ形状である。なお、第３電極１
３の形状はこれに限定されるものではない。図５、図６に示すように、第３電極１３の第
４集電部１３Ａは、表面（本実施形態では両方の表面）に第４分極性電極１７を有してい
る。第４集電部１３Ａは、片方の表面のみに第３分極性電極１７を有していてもよい。第
３接続部１３Ｂは、表面に分極性電極を有していない。なお、本実施形態において、第２
電極１２と第３電極１３とは、同一形状かつ同一構造である。
【００３２】
　第２電極１２が有する第３分極性電極１６及び第３電極１３が有する第４分極性電極１
７は、第１電極１１が有する第１分極性電極１４及び第１分極性電極１５と同様に、活物
質層である。第３分極性電極１６と第４分極性電極１７とは、いずれも第１分極性電極１
４及び第１分極性電極１５と同様な手法により、第３集電部１２Ａと第４集電部１３Ａの
表面に形成することができる。第１電極１１、第２電極１２及び第３電極１３は、いずれ
も導体である金属の箔で製造される。第１電極１１、第２電極１２及び第３電極１３は、
いずれも平滑面を有するアルミニウム箔又はチタン箔の他、これらの表面をエンボス加工
又はエッチング処理によって粗く加工したもの使用することができる。
【００３３】
　蓄電装置１は、複数の第１電極１１を有するが、隣接する第１電極１１間において、第
１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとが互いに対向して重なり合う。このため、第１集電
部１１Ａと第２集電部１１Ｂとは、同一の寸法及び形状である。なお、後述するように、
第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく
てもよい。
【００３４】
　図１０は、実施形態１に係る蓄電装置が有する１つの蓄電素子の構造を示す図である。
蓄電装置１は、３個の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するが、それぞれの構造は同
一なので、本実施形態では蓄電素子１０Ａについて説明する。蓄電素子１０Ａは、第１集
電部１１Ａの表面に設けられる第１分極性電極１４と第２集電部１１Ｂの表面に設けられ
る第２分極性電極１５とが、セパレータ１８を介して対向している。また、第１集電部１
１Ａと第２集電部１１Ｂとの間のセパレータ１８の他に、第１集電部１１Ａ又は第２集電
部１１Ｂの表面（本実施形態では、第１集電部１１Ａの表面）に、もう一つのセパレータ
１８が設けられる。このため、蓄電素子１０Ａの第１集電部１１Ａは、２つのセパレータ
１８で挟持されている。
【００３５】
　第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、２つのセパレータ１８とは、第１接続部１
１Ｃから１８０度異なる方向に延出する部分が、第１集電部１１Ａの表面に設けられたセ
パレータ１８が内側になるように、第１接続部１１Ｃに向かって異なる方向に捲回される
（図１０の矢印Ｒ１、Ｒ２で示す方向）。すなわち、図１０に示す例では、第１集電部１
１Ａ、第２集電部１１Ｂ及び２つのセパレータ１８は、第１接続部１１Ｃから一方側に延
出する部分は反時計回り（Ｒ１で示す方向）に捲回されるが、他方側に延出する部分は時
計回り（Ｒ２で示す方向）に捲回される。このようにして、図１に示す蓄電素子１０Ａが
作られる。すなわち、蓄電素子１０Ａは、第１電極群２の隣接する２つの第１電極１１の
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第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、２つのセパレータ１８とが捲回された捲回体
（第１捲回体）である。なお、図１に示す蓄電素子１０Ｂは、第１電極１１の第１集電部
１１Ａと、第２電極１２の第３集電部１２Ａと、２つのセパレータ１８とが捲回された捲
回体（第２捲回体）であり、蓄電素子１０Ｃは、第１電極１１の第１集電部１１Ａと、第
３電極１３の第４集電部１３Ａと、２つのセパレータ１８とが捲回された捲回体（第３捲
回体）である。前記捲回体は、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、２つのセパレ
ータ１８との捲回の中心と平行な方向に向かって、２つの方向に第１接続部１１Ｃが延出
している。
【００３６】
　セパレータ１８の長さ（長手方向に沿った寸法）Ｌｓは、第１集電部１１Ａ及び第２集
電部１１Ｂの長さＬｔ以上であり、好ましくはＬｔよりも大きい。また、セパレータ１８
の長さＬｓは、第３集電部１２Ａ及び第４集電部１３Ａの長さ以上であり、好ましくは第
３集電部１２Ａ及び第４集電部１３Ａの長さよりも大きい。このようにすることで、第１
集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとの間へ確実にセパレータ１８を配置することができる
。第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長さＬｔは、第１電極１１の第１接続部１１
Ｃの位置を中心として第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとが延在する方向の寸法であ
る。本実施形態において、セパレータ１８は、平面視の形状が長方形であり、Ｌｓは、セ
パレータ１８の長手方向における寸法である。第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂは
、平面視の形状が長方形であり、Ｌｔは、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長手
方向における寸法である。また、第３集電部１２Ａ及び第４集電部１３Ａは、平面視の形
状が長方形であり、第３集電部１２Ａ及び第４集電部１３Ａの長さは、第３集電部１２Ａ
及び第４集電部１３Ａの長手方向における寸法である。
【００３７】
　セパレータ１８として、例えば、質量比１０％以上のポリオレフィン系樹脂を含有した
不織布又は多孔質フィルムを用いることができる。ポリオレフィン系樹脂の軟化点温度以
上の温度環境下で、１対の分極性電極、すなわち、第１分極性電極１１Ｓと第２分極性電
極１２Ｓとに圧力を加えることにより、第１分極性電極１１Ｓと第２分極性電極１２Ｓと
セパレータ１８とを接着することもできる。セパレータ１８として、セルロース不織布又
はアラミド繊維の不織布を用いることもできる。
【００３８】
　図７に示すように、蓄電素子１０Ａは、第１分極性電極１４と第２分極性電極１５との
間にセパレータ１８及び電解液が介在する。図８に示すように、蓄電素子１０Ｂは、第１
分極性電極１４と第３分極性電極１６の間にセパレータ１８及び電解液が介在する。また
、図９に示すように、蓄電素子１０Ｃは、第２分極性電極１５と第４分極性電極１７の間
にセパレータ１８及び電解液が介在する。この電解液としては、水溶液系のものと有機系
のものとのいずれでも用いることができる。有機系の電解液の溶媒としては、プロピレン
カーボネート、エチレンカーボネート、ジメチルカーボネート、メチルエチルカーボネー
ト、ジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトン、ジメチルホルムアミド、スルホラン、
アセトニトリル、プロピオニトリル、メトキシアセトニトリル等がある。また、溶質とし
ては、アンモニウム塩、アミン塩又はアミジン塩などが知られている。
【００３９】
（セパレータの第１変形例）
　図１１－１は、セパレータの第１変形例を示す図である。図１１－２は、セパレータの
第１変形例を用いた蓄電素子の断面図である。蓄電素子１０Ａａが有するセパレータ１８
ａは、途中で折り曲げられて、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂと第３集電部１２Ａ
と第４集電部１３Ａとのうち、対向するもの同士のいずれか一方を挟み込む。本変形例に
おいて、セパレータ１８ａは、対向する第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとの一方、
具体的には第１集電部１１Ａを挟み込んでいる。セパレータ１８ａは、長手方向の中央部
で折り曲げられているので、折り曲げた状態におけるセパレータ１８ａ長さをＬｓとする
と、セパレータ１８ａの長さ、すなわち、セパレータ１８の捲回を解いて引き延ばした状
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態の長さは２×Ｌｓになる。セパレータ１８が折り曲げられる位置が長手方向の中央部で
ない場合、セパレータ１８ａの長さは、セパレータ１８が折り曲げられた位置からセパレ
ータ１８の一端部までの距離と前記折り曲げられた位置からセパレータ１８ａの他端部ま
での距離との和である。
【００４０】
　図２に示す蓄電装置１のように、第１電極１１が２個以上（蓄電装置１は２個）である
場合、第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ、第３集電部１２Ａ及び第４集電部１３Ａは
、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとが対向する他、第１集電部１１Ａと第３集電部
１２Ａとが対向し、さらに第２集電部１１Ｂと第４集電部１３Ａとが対向する。このよう
に、本変形例において、セパレータ１８ａは、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂと第
３集電部１２Ａと第４集電部１３Ａとのうち、対向するもの同士のいずれか一方を挟み込
む。
【００４１】
　本変形例において、セパレータ１８の長さ（２×Ｌｓ）は、第１集電部１１Ａの長さＬ
ｔ及び第２集電部１１Ｂの長さＬｔの少なくとも２倍である。このようにすることで、折
り曲げられたセパレータ１８ａで第１集電部１１Ａを挟み込み、折り曲げられたセパレー
タ１８ａの間に第１集電部１１Ａを配置することができる。蓄電素子１０Ａａは、途中で
折り曲げられたセパレータ１８ａが、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂと第３集電部
１２Ａと第４集電部１３Ａとのうち、対向するもの同士のいずれか一方を挟み込むことに
より、セパレータ１８ａと、これに挟み込まれる第１集電部１１Ａ等との位置精度の低下
を抑制することができる。
【００４２】
　第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、セパレータ１８ａとの捲回体を作るにあた
り、折り曲げられたセパレータ１８ａが第１集電部１１Ａを挟み込み、さらに第１集電部
１１Ａと第２集電部１１Ｂとでセパレータ１８ａの折り曲げられた位置から位置端部まで
の部分を挟み込む。そして、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、セパレータ１８
ａとは、第１集電部１１Ａの第２集電部１１Ｂとは反対側のセパレータ１８ａが内側にな
るように、第１接続部１１Ｃに対して一方側に延出する部分と他方側に延出する部分とが
、第１接続部１１Ｃに向かってそれぞれ異なる方向に捲回される（図１２の矢印Ｒ１、Ｒ
２で示す方向）。このようにして、図１１－２に示すように、第１集電部１１Ａと、第２
集電部１１Ｂと、セパレータ１８ａとが捲回された捲回体（第１捲回体）としての蓄電素
子１０Ａａが作られる。便宜上、図１１－２には第１接続部１１Ｃも示してある。この例
では、外側に配置される第２集電部１１Ｂを内側に配置される第１集電部１１Ａよりも長
くして、静電容量を大きくしている。第１電極１１の第１集電部１１Ａと、第２電極１２
の第３集電部１２Ａと、セパレータ１８ａとが捲回された捲回体（第２捲回体）及び第１
電極１１の第１集電部１１Ａと、第３電極１３の第４集電部１３Ａと、セパレータ１８ａ
とが捲回された捲回体（第３捲回体）も、前記第１捲回体と同様に作ることができる。
【００４３】
（セパレータの第２変形例）
　図１２－１は、セパレータの第２変形例を示す図である。図１２－２は、セパレータの
第２変形例を用いた蓄電素子の断面図である。本変形例において、蓄電素子１０Ａｂが有
するセパレータ１８ｂは、途中で折り曲げられて、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂ
と第３集電部１２Ａと第４集電部１３Ａとのうち、対向するもの同士の両方を、途中まで
挟み込む。
【００４４】
　より具体的には、セパレータ１８ｂは、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとに挟持
されるとともに、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの一端部と他端部とから一部が
延出する。そして、セパレータ１８ｂは、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂから延
出した部分が前記一端部と他端部とで第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長手方向
における中央部に向かって折り返される。本変形例において、セパレータ１８ｂの折り返
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された部分の長さは、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの一端部（又は他端部）か
ら長手方向における中央部までの長さである。このような構造により、第１集電部１１Ａ
の一端部及び第２集電部１１Ｂの他端部は、セパレータ１８ｂの折り曲げられた部分で覆
われる。また、セパレータ１８ｂの両端部は、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの
長手方向において、略同じ位置（中央部）に配置される。第１変形例に係るセパレータ１
８ａと同様に、セパレータ１８ｂの長さは、第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長
さの少なくとも２倍である。
【００４５】
　図３に示すように、第１電極１１の第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂは、平面視
、すなわち、第１電極１１の表面と直交する方向から見た場合に長方形形状であり、第１
集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長手方向両端部の間を第１接続部１１Ｃが接続する
。第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、セパレータ１８ｂとの捲回体を作るにあた
り、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとでセパレータ１８ｂの一部を挟み込むととも
に、セパレータ１８ｂの折り曲げられた部分で第１集電部１１Ａの一端部及び第２集電部
１１Ｂの他端部を覆う。そして、第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ及びセパレータ１
８ｂは、第１接続部１１Ｃに対して一方側に延出する部分と他方側に演出する部分とが、
それぞれ同じ方向に捲回される（図１２－１の矢印Ｒ１で示す方向）。すなわち、図１２
－１、図１２－２に示す例では、第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ及びセパレータ１
８ｂは、第１接続部１１Ｃから一方側に延出する部分と他方側に延出する部分とが反時計
回り（図１２－１のＲ１で示す方向）に捲回される。このようにして、図１２－２に示す
ように、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂと、セパレータ１８ｂとが捲回された捲
回体（第１捲回体）としての蓄電素子１０Ａｂが作られる。便宜上、図１２－２には第１
接続部１１Ｃも示してある。第１電極１１の第１集電部１１Ａと、第２電極１２の第３集
電部１２Ａと、セパレータ１８ｂとが捲回された捲回体（第２捲回体）及び第１電極１１
の第１集電部１１Ａと、第３電極１３の第４集電部１３Ａと、セパレータ１８ｂとが捲回
された捲回体（第３捲回体）も、前記第１捲回体と同様に作ることができる。
【００４６】
　蓄電素子１０Ａｂは、第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ及びセパレータ１８ｂが、
第１接続部１１Ｃから一方側に延出する部分と他方側に延出する部分とが同じ方向に捲回
される。このため、蓄電素子１０Ａｂは、図１３に示すように、第１接続部１１Ｃから一
方の表面までの厚みと、第１接続部１１Ｃから他方の表面までの厚みとが略同じ大きさ（
本変形例ではいずれもｔ／２）となる。その結果、蓄電素子１０Ａｂは、厚み方向の略中
央部に第１接続部１１Ｃを配置することができる。その結果、第１接続部１１Ｃを曲げた
場合の曲率を一定に保ちやすくなるので、第１接続部１１Ｃに無理な力が作用するおそれ
を低減できる。
【００４７】
　図１３は、図１０に示すセパレータを用いた蓄電素子の変形例を示す断面図である。蓄
電素子１０Ａｂ’は、図１０に示すセパレータ１８を用い、第１集電部１１Ａ、第２集電
部１１Ｂ及びセパレータ１８を図１２－１に示すように捲回したものである。すなわち、
第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ及びセパレータ１８は、第１接続部１１Ｃに対して
一方側に延出する部分と他方側に演出する部分とが、それぞれ同じ方向に捲回される（図
１２－１の矢印Ｒ１で示す方向）。すなわち、第１集電部１１Ａ、第２集電部１１Ｂ及び
セパレータ１８は、第１接続部１１Ｃから一方側に延出する部分と他方側に延出する部分
とが反時計回り（図１２－１のＲ１で示す方向）に捲回されて、蓄電素子１０Ａｂ’が作
られる。このようにして、図１３に示すように、第１集電部１１Ａと、第２集電部１１Ｂ
と、セパレータ１８とが捲回された捲回体（第１捲回体）としての蓄電素子１０Ａｂ’が
作られる。便宜上、図１３には第１接続部１１Ｃも示してある。
【００４８】
（第１電極の変形例）
　図１４－１は、第１電極の変形例を示す平面図である。図１４－２、図１４－３は、第
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１電極の変形例を用いた蓄電素子の断面図である。図１４－２に示す蓄電素子１０Ａｃは
、第１集電部１１Ａｃ、第２集電部１１Ｂｃ及びセパレータ１８（図１０参照）を捲回し
たものである。図１４－３に示す蓄電素子１０Ａｃ’は、第１集電部１１Ａｃ、第２集電
部１１Ｂｃ及びセパレータ１８ａ（図１１－１参照）を捲回したものである。
【００４９】
　本変形例に係る第１電極１１ｃは、第１集電部１１Ａｃと、第２集電部１１Ｂｃと、第
１接続部１１Ｃｃとを有する。第１接続部１１Ｃｃは、第１集電部１１Ａｃの一端部側と
、第２集電部１１Ｂｃの一端部側とを接続する。すなわち、第１電極１１ｃは、第１接続
部１１Ｃｃの両端部から同じ方向に向かって第１集電部１１Ａｃと第２集電部１１Ｂｃと
が延出するので、平面視がコの字形状になる。第１電極１１ｃをこのような構造としても
、第１集電部１１Ａｃと、第２集電部１１Ｂｃと、第１接続部１１Ｃｃとは一体で成形さ
れるので、第１電極１１ｃを有する複数の蓄電素子同士は、予め第１接続部１１Ｃｃで電
気的に接続される。このため、複数の蓄電素子を直列に接続した蓄電装置を製造する場合
、複数の蓄電素子同士を溶接等によって電気的に接続する必要はない。その結果、少なく
とも１つの第１電極１１ｃを蓄電装置用電極として有する蓄電装置は、複数の蓄電素子１
０Ａｃ又は蓄電素子１０Ａｃ’同士を接続する作業の手間を低減することができる。また
、第１電極１１ｃを有する蓄電装置は、溶接等による接続箇所が大幅に少なくなるので、
信頼性も向上する。さらに、第１電極１１ｃの形状を平面視がコの字形状にすると、捲回
する際に一度に巻くことができるので、捲回の作業が容易になる。
【００５０】
（第１電極、第２電極及び第３電極の変形例）
　図１５は、第１電極の変形例を示す平面図である。図１６は、第２電極の変形例を示す
平面図である。図１７は、第３電極の変形例を示す平面図である。本変形例において、第
１電極１１ｄが有する第１集電部１１Ａｄと第２集電部１１Ｂｄとは、いずれか一方の面
積が他方の面積より小さい。また、第１電極１１ｄが有する第１集電部１１Ａｄと第２電
極１２ｄが有する第３集電部１２Ａｄとは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さく
、第１電極１１ｄが有する第２集電部１１Ｂｄと第３電極１３ｄが有する第４集電部１３
Ａｄとは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さい。
【００５１】
　例えば、第１電極１１ｄを２個以上有する蓄電装置は、異なる第１電極１１ｄの第１集
電部１１Ａｄと第２集電部１１Ｂｄとが順次対向して複数の第１電極１１ｄが連続した第
１電極群を有する。また、第１電極１１ｄを２個以上有する蓄電装置は、前記第１電極群
の一方側に配置された第１電極１１ｄの第１集電部１１Ａｄと第２電極１２ｄの第３集電
部１２Ａｄとが対向し、前記第１電極群の他方側に配置された第１電極１１ｄの第２集電
部１１Ｂｄと第３電極１３ｄの第４集電部１３Ａｄとが対向する。また、第１電極１１ｄ
を１個有する蓄電装置は、第１電極１１ｄの第１集電部１１Ａｄと第２電極１２ｄの第３
集電部１２Ａｄとが対向し、第１電極１１ｄの第２集電部１１Ｂｄと第３電極１３ｄの第
４集電部１３Ａｄとが対向する。
【００５２】
　第１集電部１１Ａｄの長さをＬＡｔ、第２集電部１１Ｂｄの長さをＬＢｔ、第３集電部
１２Ａｄの長さをＬＤｔ、第４集電部１３Ａｄの長さをＬＦｔ、第１集電部１１Ａｄの幅
をＷＡ、第２集電部１１Ｂｄの幅をＷＢ、第３集電部１２Ａｄの幅をＷＤ、第４集電部１
３Ａｄの幅をＷＦとする。長さとは、平面視が長方形の第１集電部１１Ａｄ等の長手方向
における寸法であり、幅とは、短手方向における寸法である。第１集電部１１Ａｄの面積
Ｓ１はＬＡｔ×ＷＡ、第２集電部１１Ｂｄの面積Ｓ２はＬＢｔ×ＷＢ、第３集電部１２Ａ
ｄの面積Ｓ３はＬＤｔ×ＷＤ、第４集電部１３Ａｄの面積Ｓ４はＬＦｔ×ＷＦである。
【００５３】
　本変形例において、第１電極１１ｄは、第２集電部１１Ｂｄの面積Ｓ２よりも第１集電
部１１Ａｄの面積Ｓ１の方が小さい（Ｓ１＜Ｓ２）。また、第１電極１１ｄが有する第１
集電部１１Ａｄの面積Ｓ１は、第２電極１２ｄが有する第３集電部１２Ａｄの面積Ｓ３よ
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りも小さい（Ｓ１＜Ｓ３）。また、第３電極１３ｄが有する第４集電部１３Ａｄの面積Ｓ
４は、第１電極１１ｄが有する第２集電部１１Ｂｄの面積Ｓ２よりも小さい（Ｓ４＜Ｓ２
）。このようにすることで、本変形例は、対向する集電部同士の位置ずれを許容すること
ができるので、複数の蓄電素子間において、蓄電に寄与する部分の面積のばらつき及び静
電容量のばらつきを抑制することができる。本変形例においては、全体の寸法が異なる２
種類の第１電極を用意し、大小の第１電極を組み合わせてもよい。
【００５４】
（蓄電装置の変形例）
　図１８は、実施形態１の変形例に係る蓄電装置の変形例を示す平面図である。図１８に
示す蓄電装置１Ａは、本実施形態に係る蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを含んでいる。すなわち
、蓄電装置１は、複数（２個）の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを含んでいる。それぞれの蓄電
素子１０Ｂ、１０Ｃは、帯状の電極を捲回した構造である。１個の第１電極１１を含む蓄
電装置１Ａは、２つの蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃが第１電極１１の第１接続部１１Ｃによっ
て電気的に接続されることになる。蓄電装置１Ａは、複数の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃが接
続（本実施形態では直列）されている。
【００５５】
　複数の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃ同士は、予め第１接続部１１Ｃで電気的に接続される。
このため、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ（蓄電装置１Ａでは蓄電素子１０Ｂ、
１０Ｃ）を直列に接続した蓄電装置１を製造する場合、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ
同士を溶接等によって電気的に接続する必要はない。その結果、少なくとも１つの第１電
極１１を蓄電装置用電極として有する蓄電装置１、１Ａは、複数の蓄電素子１０Ａ、１０
Ｂ、１０Ｃ（蓄電装置１Ａでは蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃ）同士を接続する作業の手間を低
減することができる。また、蓄電装置１、１Ａは、溶接等による接続箇所が大幅に少なく
なるので、信頼性も向上する。さらに、平面視が略Ｈ形状の第１電極１１は、第１接続部
１１Ｃが第１集電部１１Ａ及び第２集電部１１Ｂの長手方向における略中央部に配置され
るので、抵抗（電気抵抗）を低くすることができる。
【００５６】
　蓄電装置１Ａは、１個の第１電極１１を有するが、第１電極１１の第１集電部１１Ａと
第２電極の第３集電部１２Ａとが互いに対向して重なり合い、かつ第１電極１１の第２集
電部１１Ｂと第２電極の第４集電部１３Ａとが互いに対向して重なり合う。このため、第
１電極１１の第１集電部１１Ａと第２電極の第３集電部１２Ａとは、同一の寸法及び形状
であり、第１電極１１の第２集電部１１Ｂと第３電極の第４集電部１３Ａとは、同一の寸
法及び形状である。なお、後述するように、第１集電部１１Ａと第３集電部１２Ａとは、
いずれか一方の面積が他方の面積より小さくてもよく、第２集電部１１Ａと第４集電部１
３Ａとは、いずれか一方の面積が他方の面積より小さくてもよい。蓄電装置１Ａは第１電
極１１が１個なので、第１集電部１１Ａと第２集電部１１Ｂとは対向せず、第１集電部１
１Ａと第３集電部１２Ａとが対向し、かつ第２集電部１１Ｂと第４集電部１３Ａとが対向
する。
【００５７】
　蓄電装置１Ａは、第１電極１１が１個であるが、この場合、第１電極１１が有する第１
集電部１１Ａに設けられる第１分極性電極１４と第２電極１２が有する第３集電部１２Ａ
に設けられる第３分極性電極１６とが対向し、かつ第１電極１１が有する第２集電部１１
Ｂに設けられる第２分極性電極１５と第３電極１３が有する第４集電部１３Ａに設けられ
る第４分極性電極１７とが対向する（図３～図５参照）。このように、本実施形態及びそ
の変形例において、蓄電装置１、１Ａは、複数、すなわち２個以上の蓄電素子を含んでい
ればよい。
【００５８】
（実施形態２）
　図１９は、実施形態２に係る蓄電装置の平面図である。図２０は、図１９のＥ－Ｅ断面
図である。蓄電装置１Ｃは、実施形態１の蓄電装置１を、外装体３ａで覆うとともに、第
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１接続部１１Ｃの位置に設けられて、隣接する捲回体同士を仕切る封止部６を有する点に
特徴がある。外装体３ａは、平面視が長方形形状の構造体である。図１９、図２０に示す
蓄電装置１Ｃは、４個の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを１つの外装体３で覆
い、かつ封止部６で仕切ったものであるが、蓄電素子の数は２以上であれば限定されない
。なお、蓄電装置１Ｃは、４個の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するので
、３個の第１電極１１と、１個の第２電極１２と、１個の第３電極１３とを有している。
本実施形態において、蓄電素子１０Ａは第１捲回体に相当し、蓄電素子１０Ｂは第２捲回
体に相当し、蓄電素子１０Ｃは第３捲回体に相当する（以下の実施形態でも同様）。
【００５９】
　第１接続部１１Ｃは、図３に示す第１電極１１の一部であり、第１集電部１１Ａと第２
集電部１１Ｂとを接続する。隣接する蓄電素子１０Ａ、１０Ａ等を接続する。蓄電装置１
Ｃの捲回体は、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃである。
【００６０】
　図１９、図２０に示すように、蓄電装置１Ｃが有する第１電極１１（図３参照）が２個
以上である場合、第１捲回体としての蓄電素子１０Ａと、第２捲回体としての蓄電素子１
０Ｂと、第３捲回体としての蓄電素子１０Ｃとが、外装体３ａに覆われる。また、蓄電装
置１Ｃが有する第１電極１１が１個である場合、第２捲回体としての蓄電素子１０Ｂと、
第３捲回体としての蓄電素子１０Ｃとが、外装体３ａに覆われる。すなわち、蓄電装置１
Ｃが有する第１電極１１が１個である場合、図１９に示す蓄電装置１のうち、蓄電素子１
０Ｂ、１０Ｃのみが、外装体３に覆われる。
【００６１】
　外装体３ａは、例えば、金属箔の両面を樹脂層で覆ったものである。金属箔には、Ａｌ
又はＳＵＳ（ステンレス鋼）があり、樹脂層にはＰＰ（Ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ）、
ＰＥＴ（Ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎ　Ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）、ナイロン等がある。
複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが外装体に収納されることで、蓄電装置
１Ｃが使用される環境下での耐久性を向上させることができる。
【００６２】
　図２０に示すように、外装体３は、第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとを含む。第
１外装体３Ａａ及び第２外装体３Ｂａは、いずれも凹部を有し、かつ平面視が長方形の部
材である。第１外装体３Ａａ及び第２外装体３Ｂａは、蓄電装置１Ｃが有する蓄電素子１
０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃの数分の凹部を有しており、隣接する凹部同士の間を封止部６とし
てもよい。また、第１外装体３Ａａ及び第２外装体３Ｂａは、１つの凹部を有し、第１外
装体３Ａと第２外装体３Ｂとを接合する際に、第１接続部１１Ｃの部分を圧接することに
より、封止部６が形成されるものであってもよい。蓄電装置１Ｃは、複数の封止部６を有
するので、外装体３ａの強度が向上するという利点がある。
【００６３】
　蓄電装置１Ｃは、第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとの間に蓄電装置１が配置され
る。第１外装体３Ａａ及び第２外装体３Ｂａが複数の凹部を有する場合、蓄電装置１が有
するそれぞれの蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃがそれぞれの前記凹部に配置される。そ
して、第１外装体３Ａａの外周部と第２外装体３Ｂａの外周部とを合わせるとともに、蓄
電素子１０Ｂの第２接続部１２Ｂと蓄電素子１０Ｃの第３接続部１３Ｂとを、第１外装体
３Ａと第２外装体３Ｂとが合わせられた部分よりも外側に引き出しておく。この状態で、
第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとが合わせられた部分（隣接する凹部の間を含む）
を接合することにより、第１外装体３Ａと第２外装体３Ｂとで囲まれる複数の外装体内部
空間５ａに蓄電装置１が有する蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを封入する。このように
して、蓄電装置１Ｃが完成する。第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとが接合された部
分を外周封止部４ａという。第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとは、例えば、超音波
溶接等によって接合することができる。蓄電装置１Ｃは、外周封止部４ａから第２接続部
１２Ｂと第３接続部１３Ｂとが引き出されているので、これらを蓄電装置１Ｃの端子電極
とする。隣接する外装体内部空間５ａの間は、封止部６となる。外装体内部空間５ａは、
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外周封止部４ａと封止部６とで第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとで囲まれる空間が
区画された部分である。
【００６４】
　第１外装体３Ａａ及び第２外装体３Ｂａが１つの凹部を有する場合、蓄電装置１は、そ
れぞれの前記凹部に配置される。そして、第１外装体３Ａａの外周部と第２外装体３Ｂａ
の外周部とを合わせるとともに、蓄電素子１０Ｂの第２接続部１２Ｂと蓄電素子１０Ｃの
第３接続部１３Ｂとを、第１外装体３Ａと第２外装体３Ｂとが合わせられた部分よりも外
側に引き出しておく。この状態で、第１外装体３Ａａと第２外装体３Ｂａとが合わせられ
た部分、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂの間、蓄電素子１０Ａ、１０Ａの間及び蓄電素子１０Ａ
、１０Ｃの間を圧接等によって接合することにより、第１外装体３Ａと第２外装体３Ｂと
で囲まれる複数の外装体内部空間５ａ及び封止部６を形成する。そして、複数の外装体内
部空間５ａに、蓄電装置１が有する蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを封入する。なお、
隣接する外装体内部空間５ａの間は、封止部６となる。このようにして、蓄電装置１Ｃが
完成する。
【００６５】
　本実施形態において、蓄電装置１Ｃは、第２接続部１２Ｂ及び第３接続部１３Ｂを端子
電極としているが、第２接続部１２Ｂ及び第３接続部１３Ｂに、それぞれ導電体を電気的
に接続して端子電極としてもよい。前記導電体は、例えば、溶接等によって第２接続部１
２Ｂ及び第３接続部１３Ｂに接続することができる。また、端子電極（第２接続部１２Ｂ
及び第３接続部１３Ｂ、導電体をこれらに接続する場合には接続された導電体）にめっき
処理を施して、前記端子電極の表面を金属で被覆してもよい。前記端子電極を被覆する金
属は、例えば、Ｓｎ－Ｃｕ合金又はＣｕ－Ｎｉ合金が挙げられる。このようにすることで
、端子電極を配線又は基板のパターンにはんだ付けする際に、はんだの濡れ性を向上させ
ることができるという利点が得られる。前記端子電極の表面を被覆する金属にＳｎ－Ｃｕ
合金を用いる場合、９８±１（質量％）のＳｎと２±１（質量％）のＣｕとを含むことが
好ましい。±１％は許容される誤差である。また、第２接続部１２Ｂ及び第３接続部１３
Ｂに接続される導電体が銅である場合は、Ｎｉをめっきしてもよい。
【００６６】
（実施形態３）
　図２１は、実施形態３に係る蓄電装置の平面図である。図２２は、図２１のＦ－Ｆ断面
図である。蓄電装置１Ｄは、実施形態２の蓄電装置１Ｃと同様であるが、封止部６の位置
に開口部７を有し、第１接続部１１Ｃを開口部７から露出させている点が異なる。他の構
造は蓄電装置１Ｃと同様である。蓄電装置１Ｄが有する外装体３ｂの第１外装体３Ａｂ及
び第２外装体３Ｂｂは、蓄電装置１Ｄが有する蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃの数分の
凹部を有しており、隣接する凹部同士の間が封止部６となる。本実施形態において、第１
外装体３Ａｂは、封止部６となる部分に開口部７となる孔を有している。なお、第１外装
体３Ａｂのみならず、第２外装体３Ｂｂも、封止部６となる部分に開口部７となる孔を有
していてもよい。
【００６７】
　第１外装体３Ａｂと第２外装体３Ｂｂとの間に蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを配置
する。このとき、封止部６が有する前記孔と第１接続部１１Ｃとが重なるようにする。こ
の状態で、両者の外周部及び封止部６となる部分を圧接等によって接合する。すると、外
周封止部４ｂと封止部６とで第１外装体３Ａｂと第２外装体３Ｂｂとで囲まれる空間が区
画された複数の部分、すなわち、複数の外装体内部空間５ａに、それぞれの蓄電素子１０
Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが配置された蓄電装置１Ｄが完成する。本実施形態では、蓄電装置１
Ｄは、４個の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するが、蓄電装置１Ｄが有す
る第１電極１１（図３参照）が１個であって、２個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを有してい
てもよい。
【００６８】
　蓄電装置１Ｄは、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するが、それぞれの蓄電
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素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ間の特性を調整するために、それぞれの蓄電素子１０Ａ、１
０Ｂ、１０Ｃの電圧を測定するバランス回路が用いられる。蓄電装置１Ｄは、封止部６に
開口部７を有している。そして、開口部７からは、第１接続部１１Ｃが露出している。こ
のため、開口部７を介して、前記バランス回路と接続するための引出端子８を、第１接続
部１１Ｃに接続し、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ間の特性を調整することができる。
また、蓄電装置１Ｄは、封止部６により、外装体３ｂの強度が向上する。開口部７を第１
外装体３Ａｂ及び第２外装体３Ｂｂの両方に設けると、引出端子８を取り付ける際の自由
度が向上する。引出端子８は、例えば銅線であり、例えばはんだ付け又は溶接等によって
第１接続部１１Ｃへ電気的に接続される。
【００６９】
（変形例）
　図２３は、実施形態３の変形例に係る蓄電装置を示す図である。蓄電装置１Ｄ’は、実
施形態３に係る蓄電装置１Ｄの封止部６を折り曲げて、複数（この例では４個）の蓄電素
子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃをこの順に積層させたものである。蓄電装置１Ｄ’は
、４個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃを有するので、図３に示す第１電極１
１を３個有する。蓄電装置１Ｄ’は、第１電極１１が２個以上である場合、封止部６が折
り曲げられて、第１捲回体としての蓄電素子１０Ａ、１０Ａが第２捲回体としての蓄電素
子１０Ｂと第３捲回体としての蓄電素子１０Ｃとの間に配置されて、蓄電素子１０Ｂ、１
０Ａ、１０Ａ、１０Ｃが積層される。また、蓄電装置１Ｄ’は、第１電極１１が１個であ
る場合、封止部６が折り曲げられて、第２捲回体としての蓄電素子１０Ｂと第３捲回体と
しての蓄電素子１０Ｃとが積層される。
【００７０】
　蓄電装置１Ｄ’は、複数の蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃが積層されている
が、第１接続部１１Ｃが外装体３ｂの一部である封止部６で保護されるので、第１接続部
１１Ｃの耐久性低下が抑制される。封止部６は折り曲げられているが、開口部７は、封止
部６の曲がりの外側に配置されることが好ましい。このようにすれば、図２１、図２２に
示す引出端子８を第１接続部１１Ｃに接続しやすくなる。なお、蓄電装置１Ｄ’は、封止
部６に開口部７を有していなくてもよい。すなわち、実施形態２の蓄電装置１Ｃの封止部
６を折り曲げて、４個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃをこの順に積層させて
もよい。この場合も、第１接続部１１Ｃは外装体３ｂの一部である封止部６で保護される
ので、第１接続部１１Ｃの耐久性低下が抑制されるという効果が得られる。また、蓄電装
置１Ｄ’は、４個の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するが、蓄電装置１Ｄ
’が有する第１電極１１（図３参照）が１個であって、２個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを
有していてもよい。
【００７１】
（実施形態４）
　図２４は、実施形態４に係る蓄電装置の側面図である。蓄電装置１Ｆは、実施形態１の
蓄電装置１が有する蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃをそれぞれ外装体３ｄで覆い、第１
接続部１１Ｃを折り曲げて積層したものである。本実施形態において、蓄電装置１Ｆは、
４個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃがこの順に積層されている。蓄電装置１
Ｆは、４個の蓄電素子１０Ａ、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを有するが、蓄電装置１Ｆが有す
る第１電極１１（図３参照）が１個であって、２個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ｃを有してい
てもよい。
【００７２】
　蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０Ｃを覆う外装体３ｄは、第１外装体３Ａｄと第
２外装体３Ｂｄとを有している。第１外装体３Ａｄ及び第２外装体３Ｂｄは、いずれも凹
部を有しており、前記凹部に１つの蓄電素子１０Ａ等を配置した後、外周部を接合するこ
とにより外装体３ｄの内部に１つの蓄電素子１０Ａ等を封入する。第１接続部１１Ｃ、第
２接続部１２Ｂ及び第３接続部１３Ｂは、外装体３ｄの外部に引き出される。
【００７３】
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　蓄電装置１Ｆは、図３に示す第１電極１１が２個以上である場合、第１接続部１１Ｃが
折り曲げられて、第１捲回体としての蓄電素子１０Ａと、第２捲回体としての蓄電素子１
０Ｂと、第３捲回体としての蓄電素子１０Ｃとが外装体３ｄで覆われる。そして、蓄電装
置１Ｆは、第１接続部１１Ｃが折り曲げられて、蓄電素子１０Ａ、１０Ａが蓄電素子１０
Ｂと蓄電素子１０Ｃとの間に配置されて、４個の蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ａ、１０
Ｃが積層される。また、蓄電装置１Ｆは、第１電極１１が１個である場合、第１接続部１
１Ｃが折り曲げられて、外装体３ｄで覆われた第２捲回体としての蓄電素子１０Ｂと、外
装体３ｄで覆われた第３捲回体としての蓄電素子１０Ｃとが積層される。このように、本
実施形態は、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ等が積層された蓄電装置１Ｆを得る
ことができる。また、蓄電装置１Ｆは、第１接続部１１Ｃが外装体３ｄの外部に露出して
いるので、引出端子８を第１接続部１１Ｃに取り付ける作業が容易になるという利点があ
る。
【００７４】
（実施形態５）
　図２５は、実施形態５に係る蓄電装置の側面図である。実施形態１～実施形態４の蓄電
装置１、１Ａ等は、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが直列接続されたものである
。実施形態５の蓄電装置１Ｇは、複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが並列接続され
たものである。本実施形態では、３個の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを並列接続して
いるが、蓄電素子は２以上であればよい。
【００７５】
　蓄電装置１Ｇは、蓄電素子１０Ｂの第２接続部１２Ｂと、蓄電素子１０Ａと蓄電素子１
０Ｃとを接続する第１接続部１１Ｃとが、接続導体１９Ａで電気的に接続されている。ま
た、蓄電装置１Ｇは、蓄電素子１０Ｃの第３接続部１３Ｂと、蓄電素子１０Ａと蓄電素子
１０Ｂとを接続する第１接続部１１Ｃとが、接続導体１９Ｂで電気的に接続されている。
このようにすることで、３個の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃが並列に接続された蓄電
装置１が得られる。蓄電装置１Ｇが有する複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃは、第
１接続部１１Ｃで予め接続されているので、並列接続する場合の配線の数を低減すること
ができる。
【００７６】
（実施形態１に係る蓄電装置の製造方法）
　図２６－１から図２６－６は、実施形態１に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図であ
る。ここでは、実施形態１に係る蓄電装置１（図１参照）を製造する方法を説明する。ま
ず、図３に示す第１電極１１、図４に示す第２電極１２及び図５に示す第３電極１３を製
造するための電極材料１００を製造する。図２６－１に示すように、電極材料１００は、
箔状の導体１００Ｂの両面に、分極性電極となる活物質層１０１を設ける。活物質層１０
１は、原料を溶媒に分散させた原料溶液を、例えば、アプリケータ方式で導体１００Ｂの
両方の表面に塗布した後、乾燥させることにより溶媒を除去して導体１００Ｂの両面に設
けられる。原料溶液を導体１００Ｂの表面に塗布するにあたり、ノズルから吐出される原
料溶液が導体１００Ｂの表面に付着する箇所を制御することにより活物質層１０１と導電
部１０２とが交互に設けられた電極材料１００を得る。また、原料溶液を導体１００Ｂの
表面に塗布する場合、導電部１０２となる部分をレジスト等でマスキングしておき、原料
溶液の溶媒が除去された後に、レジストを除去する。このようにすることで、導体１００
Ｂの両面に、活物質層１０１と導電部１０２とが交互に設けられた電極材料１００を得る
。
【００７７】
　次に、電極材料１００を切断線１０３に沿って切断することにより、図２６－２に示す
第１電極材料１０４を作製する。また、電極材料１００を切断線１０３に沿って切断する
とともに、導電部１０２と活物質層１０１との境界に沿って切断することにより、第２電
極材料１０５を作製する。その後、第１電極材料１０４の導電部１０２の一部を残して除
去することにより、図２６－３に示す第１電極１１を作製する。また、第２電極材料１０
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５の導電部１０２の一部を残して除去することにより、図２６－３に示す第２電極１２及
び第３電極１３を作製する。
【００７８】
　活物質層１０１が設けられている部分は、第１電極１１の第１集電部１１Ａ、第２集電
部１１Ｂ、第２電極１２の第３集電部１２Ａ及び第３電極１３の第４集電部１３Ａになる
。また、導電部１０２は、第１電極１１の第１接続部１１Ｃ、第２電極１２の第２接続部
１２Ｂ及び第３電極１３の第３接続部１３Ｂになる。次に、図２６－４に示すように、第
２電極１２の第２接続部１２Ｂ及び第３電極１３の第３接続部１３Ｂに、導電体１９を溶
接等によって接続する。導電体１９は、蓄電装置１の端子電極となる。以下、導電体１９
を端子電極１９ということもある。第２接続部１２Ｂ及び第３接続部１３Ｂの寸法によっ
ては、これらに導電体１９を接続しなくてもよい。
【００７９】
　次に、図２６－４に示すように、第１電極１１と、第２電極１２と、第３電極１３と、
セパレータ１８とを組み合わせて、図２６－５に示すように蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１
０Ｃを作製する。この例では、２個の第１電極１１を用いるので、３個の蓄電素子１０Ａ
、１０Ｂ、１０Ｃが作製される。なお、両端部の第２電極１２及び第３電極１３の第２接
続部１２Ｂ及び第３接続部１３Ｂには、導電体（端子電極）１９が接続されている。その
後、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを捲回することにより、図２６－６に示すように、
第１捲回体としての蓄電素子１０Ａ、第２捲回体としての蓄電素子１０Ｂ及び第３捲回体
としての蓄電素子１０Ｃが、第１接続部１１Ｃで接続された蓄電装置１が完成する。
【００８０】
（実施形態３に係る蓄電装置の製造方法）
　図２７－１から図２７－３は、実施形態３に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図であ
る。図２７－４は、実施形態３の変形例に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図である。
図２１、図２２に示す蓄電装置１Ｄを製造するにあたり、複数の凹部５Ｕを有する第１外
装体３Ａｂ及び第２外装体３Ｂｂの凹部５Ｕ内に、蓄電装置１が有する蓄電素子１０Ａ、
１０Ｂ、１０Ｃを配置する。第１外装体３Ａｂは、封止部６となる部分に開口部７となる
孔を有している。平面視が長方形である第１外装体３Ａｂ及び第２外装体３Ｂｂの一辺（
この例では、１つの長辺）を残して両者の外周部及び封止部６を圧接することにより接合
する。
【００８１】
　次に、図２７－２に示すように、第１外装体３Ａｂと第２外装体３Ｂｂとが接合されて
いない部分、すなわち、外周封止部４ｂが形成されていない部分から、外装体３ｂ内に電
解液ＥＳを注入する。その後、外周封止部４ｂが形成されていない部分を圧着等によって
封止して、図２７－３に示す蓄電装置１Ｄが完成する。蓄電装置１Ｄは、封止部６の開口
部７から第１接続部１１Ｃが露出している。実施形態３の変形例に係る蓄電装置１Ｄの封
止部６を折り曲げて、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを積層し、得られた蓄電装置１Ｄ
’を筐体２０内に格納することにより、図２７－４に示す蓄電装置１Ｄ’’を作製するこ
とができる。筐体２０は、例えば、樹脂又は樹脂が積層された金属等を用いることができ
る（以下同様）。
【００８２】
　なお、実施形態２に係る蓄電装置１Ｃ（図１９、図２０参照）も、実施形態３に係る蓄
電装置の製造方法で製造することができる。また、実施形態３に係る蓄電装置の製造方法
で、１つの凹部を有する平面視が長方形の第１外装体３Ａ及び第２外装体３Ｂを用いるこ
とにより、図１９、図２０に示す、実施形態２に係る蓄電装置１Ｂを製造することができ
る。
【００８３】
（実施形態４に係る蓄電装置の製造方法）
　図２８－１から図２８－４は、実施形態４に係る蓄電装置の製造方法を示す説明図であ
る。図２８－５は、実施形態４に係る蓄電装置を筐体に格納した蓄電装置を示す図である
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。実施形態４に係る蓄電装置１Ｆ（図２４参照）を製造するにあたり、蓄電装置１が有す
る複数の蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃを、それぞれ第１外装体３Ａｄと第２外装体３
Ｂｄと間に配置する。次に、平面視が正方形である第１外装体３Ａｄ及び第２外装体３Ｂ
ｄの一辺を残して、両者の外周部を圧接することにより接合する。
【００８４】
　次に、図２８－２に示すように、第１外装体３Ａｄと第２外装体３Ｂｄとが接合されて
いない部分、すなわち、外周封止部４ｄが形成されていない部分から、外装体３ｄ内に電
解液ＥＳを注入する。その後、図２８－３に示すように、外周封止部４ｄが形成されてい
ない部分を圧着等によって封止することにより、外装体３ｄの外周部全体に外周封止部４
ｄを設ける。このようにすることで、蓄電素子１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃは、異なる外装体
３ｄの内部にそれぞれ封入される。蓄電素子１０Ｂ、１０Ａ、１０Ｃは、第１接続部１１
Ｃを折り曲げることにより、この順で積層されて、図２８－４に示す蓄電装置１Ｆが完成
する。蓄電装置１Ｆを筐体２０内に格納することにより、図２７－５に示す蓄電装置１Ｆ
’を作製することができる。
【符号の説明】
【００８５】
１、１Ａ、１Ｃ、１Ｄ、１Ｄ’、１Ｄ’’、１Ｆ、１Ｆ’、１Ｇ　蓄電装置
２　第１電極群
３ａ、３ｂ、３ｄ　外装体
３Ａａ、３Ａｂ、３Ａｄ　第１外装体
３Ｂａ、３Ｂｂ、３Ｂｄ　第２外装体
４ａ、４ｂ、４ｄ　外周封止部
５ａ　外装体内部空間
５Ｕ　凹部
６　封止部
７　開口部
８　引出端子
１０Ａ、１０Ａａ、１０Ａｂ、１０Ｂ、１０Ｃ　蓄電素子
１１、１１ｃ、１１ｄ　第１電極
１１Ａ、１１Ａｃ、１１Ａｄ　第１集電部
１１Ｂ、１１Ｂｃ、１１Ｂｄ　第２集電部
１１Ｃ、１１Ｃｃ　第１接続部
１２　第２電極
１２Ａ、１２Ａｄ　第３集電部
１２Ｂ　第２接続部
１３、１３ｄ　第３電極
１３Ａ、１３Ａｄ　第３集電部
１３Ａ　第４集電部
１３Ｂ　第３接続部
１４　第１分極性電極
１５　第２分極性電極
１６　第３分極性電極
１７　第４分極性電極
１８、１８ａ、１８ｂ　セパレータ
１９　導電体（端子電極）
１９Ａ、１９Ｂ　接続導体
２０　筐体
１００　電極材料
１００Ｂ　導体
１０１　活物質層
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１０２　導電部
１０３　切断線
１０４　第１電極材料
１０５　第２電極材料
ＥＳ　電解液
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